
方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 

 

 

バイオ、新エネルギー 

産業振興の推進 

 

 

国際戦略総合特区等の 

活用 

 

 

 

 

中小企業の海外市場へ
の展開支援 

 

インフラ関連産業の技術
システム輸出に向けた体
制整備 

 

 

 

 

 

 

 
（１）大阪が強みを有する先端技術産業のさらなる強化 

（２）世界市場に打って出る大阪産業・大阪企業への支援 

北大阪・彩都を核とした 
ﾊﾞｲｵ産業の振興 ・バイオ戦略の推進 

・新エネルギー産業の振興 

ﾍﾞｲｴﾘｱ等における環境・
新ｴﾈﾙｷﾞｰ産業の振興 

アジア等に向けたインフラ海外展開における 

官民連携の強化 

環境・新エネルギー、バイオ等
の先端技術産業分野での国
際的な競争拠点の形成 

総
合
特
区
申
請 

総
合
特
区
指
定 

特
区
法
制
定 

総合特区提案 

インフラ海外展開に向けた 

官民の枠組み構築 

海外事務所・ビジネスサポート 

デスク等による海外展開支援 

・首長をトップとするアジアを中心とした海外ＰＲの展開 

・アジア・新興国への経済ミッション団の派遣 

・アジア・欧米地域で開催される先端産業系見本市等への出展 

・アジアをはじめとする各国のビジネス情報を提供するセミナーの実施 

・海外販路開拓支援の推進、技術流出防止のための知的財産相談 

 主な取組みの工程イメージ １．国際競争力のある産業・技術の強化 

  凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの            国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

参考資料 

 １ 

市場開拓・受注 



方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 

 

国際戦略総合特区等の
活用によるグローバル企
業の活動しやすい環境
整備 

 

うめきたでのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝ創出拠点形成 

 

 

国・府・市・民が一体と
なった新たなプロジェクト
創出支援制度の構築 

 

中小企業の基盤技術高
度化に向けた技術・資金
支援 

 

 
 
企業の挑戦を促す金融 
支援・税制度の強化 
 
 
成長産業分野への 
中小企業の参入促進 

 

 

 

 
（３）対内投資促進による国際競争力の強化 

（４）ハイエンドなものづくりの推進 

（５）成長分野に挑戦する企業への支援・経済活動の新陳代謝の促進 

規制緩和等による研究開発拠点、マザー工場、 

アジア統拢拠点の集積促進等 

産学官＋新しい公共による 

新たな研究開発プロジェクトの創出支援 ｸﾘｴｲｼｮﾝ･ｺｱ東大阪内 

にものづくり支援拠点 

（愛称：ＭＯＢＩＯ）開設 

中小企業の基盤技術高度化の促進 

頑張る（頑張ろうとする） 
中小企業を支援する 

制度融資への再構築 

企業のさまざまな頑張りを応援 

支援制度の仕組
みづくり、 

運営体制の推進・
強化 

総
合
特
区
申
請 

総
合
特
区
指
定 

特
区
法
制
定 

府立産業技術総合研究所、 

市立工業研究所による支援 

資金供給の円滑化 

に向けた制度融資 

の実施 

成長産業分野での 

中小企業の開発支援 

環境・新エネルギー・バイオ分野等への参入促進にかかる技術支援 

２ 

 総合特区提案 

  ・夢州・咲州 

  ・大阪駅周辺 

  ・彩都  等 

  凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの          国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

グローバルイノベーショ
ン創出拠点オープン 

必要な機能の検討 



方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 

 

世界で活躍するグローバ
ル人材の育成 

 

 

小・中・高等学校におけ
る英語教育の充実 

 

 

 

 

 

国際的人材の育成 

 

 

 

 

外国人留学生の 

受入促進 

 

 

公立大学の機能強化 

 

 
（１）グローバルな視野を持った若者の育成 

（２）英語力強化を通じたグローバルリーダーの育成 

 ２．世界で通用するグローバル人材の育成 

国際化戦略アクショ
ンプログラム策定 

文理学科（専門学科）を備えた 

進学指導特色校(Global Leaders  

High School)（１０校）の設置や 

グローバルビジネス科を備えた 

高校の開設 

探究的・教科横断的なカリキュラムの研究 

  凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの          国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

英語教育の一層の充実 

小学校での外国 

語活動の必修化 

英語コミュニケーション 

能力向上に向けた府内 

市町村での先進的取組 

英語コミュニケーション能力向上に向けた 

高校における先進的な取組 

実践的な英語教育を行う 

府内の高校・高等専修学校への支援 

・海外留学に向けた学習支援及び情報提供 

・短期留学プログラムの実施 

・留学・海外研修への助成 

・海外でのビジネス研修の実施 

（３）留学生の受入れ促進による高等教育機関の国際化 

国際化戦略アクショ
ンプログラム策定 

・海外での留学プロモーション（インドネシア・ベトナム等） 
・教育機関への留学生受入支援 

（４）高等教育機関の国際競争力の強化 

将来ビジョンの策定 大学法人の統合 
ビジョンに基づく改革の実施等 

 ３ 



方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 

 

総合特区による規制緩
和、集中投資等の実施 

 

 

 

既存資源を活用したコン
ベンション拠点の形成 

 

 

 

 

 

在留資格等の規制緩和
等による留学生の受入
拡大 

 

 

 

 

ビジネス来訪の促進 

 

 （１）国際競争拠点の形成 

（２）コンベンション機能の強化 

 ３．海外の企業や人材を受け入れる都市の実現 

  凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの          国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

国際会議等に係る魅力あるメニュー開発と戦略的誘致 

オール大阪でのコンベンション誘致 

・開催支援の強化 

（３）外国人高度専門人材の受入れ拡大 

規
制
緩
和 

在留資格延長に向けた 

入管法改正 

国際化戦略アクショ
ンプログラム策定 

・質の高い留学生等の受入促進 

・外国人留学生の就業支援、府内企業とのマッチング 

税減免・規制緩和・財政支援等の実施による 

高次都市機能の集積促進  総合特区提案 

  ・夢州・咲州 

  ・大阪駅周辺 等 

総
合
特
区
申
請 

総
合
特
区
指
定 

特
区
法
制
定 

大阪国際会議場、インテックス大阪の連携 

必要な機能の検討 

うめきたにおける 

国際ビジネス支援機能 

の整備 

留学生との連携拡大 

 ４ 



方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 

 

 

外国人人材の 

受入環境の整備 

 

 

 

 

通訳・翻訳体制の充実 

 

 

 

 

 

 

友好交流都市等との 

交流 

 

 

 

  凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの          国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

（４）外国人人材を受け入れるための環境整備 

外国人向け情報提供・ 
相談対応等のサービス実施 

多言語ポータルサイトによる大阪の情報・魅力の発信 

通訳・翻訳人材の 

育成・活動支援 

市町村等と連携した通訳・翻訳サポーター 

の育成・ネットワーク化 

多言語情報拠点の 

整備に向けた検討 

多言語相談・行政情報提供 

機能の強化 

（５）府民活動の基盤となる自治体交流の推進 

友好交流都市・姉妹都市・ 
アジア主要都市との 

交流促進 

首長の海外出張や周年事業での連携を中心とした 

自治体交流の推進 

外国公館・海外政府機関との 

友好関係の増進 

・国交賓をはじめ外国賓客等に対する国際儀礼に則った接遇 

・在関西（総）領事館との意見交換 

 ５ 



方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 
 

３つの重点取組の推進、
世界第一級の文化観光
拠点の形成、大阪府・大
阪市の戦略一本化 

 

大阪における観光資源
の強化、都市魅力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

統合型リゾートの立地促
進 

 
万博記念公園南側ゾー
ンへの複合型施設の立
地促進 

 

 

 

 

 

 

（１）世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市の創出 

 ４．世界の人々を惹きつける集客機能の整備 

凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの          国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

  

大阪都市魅力 

創造戦略 

の策定 

重点エリアにおけ
るマネジメント 

２
０
１
５
年 

シ
ン
ボ
ル
イ
ヤ
ー 

・水と光のまちづくり 

推進体制の構築 

・大阪ｱｰﾂｶｳﾝｼﾙ（仮称） 
の設置 

・大阪観光局（仮称）の設立 

特
別
法
等 

活性化プラン 

（案）策定 

事業者公募 

法案に則り 
区域指定に向けた申請準備 大阪エンターテイ 

メント都市構想 

推進検討会 

万博記念公園 

南側ゾーン活性化 

プラン検討委員会 

施設の立地 

基本コンセプト 

素案検討 

基
本
コ
ン
セ
プ
ト 

案
策
定 

「百舌鳥・古市古墳群」の 

世界文化遺産への登録推進 「百舌鳥・古市古墳群」 
の世界文化遺産暫定 

リスト記載 

世界文化遺産登録 

大阪ﾐｭｰｼﾞｱﾑ構想 

 

推進体制 

づくり 

大阪ﾐｭｰｼﾞｱﾑ 

戦略プラン 

策定及び改訂 

 

・府民参加・地域主体のまちの魅力
づくり・情報発信の促進 

・府民向けｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ 

・アンケート調査 

 ６ 



方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 

 

入国規制・手続きの大幅
緩和 

 

関西圏を越える広域連
携による観光振興 

 

就航ネットワークと内際
乗継機能の強化 

 

 

 

関西全域での観光魅力
の向上・ＰＲ 

 

国際医療観光の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）関西観光ポータル化の推進 

健診目的の観光誘客 
アジアにおける 

健診ツアー造成の促進 

７ 

民間事業者に
おける健診ツ
アーの取組 

関西広域 

連合発足 

関西全域での観光魅力の発信 

（周遊型ルート開発、一体的なＰＲ等） 
関西広域 

機構 

関西観光・文化 

振興計画の 

策定 

総合特区提案 

（りんくうタウン） 

特
区
法
制
定 

総
合
特
区
申
請 

総
合
特
区
指
定 

  凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの          国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

（２）関空観光ハブ化の推進 
中国人訪日
観光査証の
取得容易化 

提
案
・要
望 

制
度
改
正 

入国審査等に要する時間短縮 

国内各地域との
連携体制の構築 

観光コースの設定、海外PRの展開 

国の新成長戦略での 

位置づけ 

（関空の再生と国際競
争力の強化） 

関空を拠点空港として活用
する航空会社の定着促進 

内際ネットワークの拡充 
LCCの拠点化 

（LCC専用ターミナ
ル整備） 



方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 

 

 

関空の機能強化 

 

 

 

 

関空のアクセス改善 

 

 

 

 

 

 

国際コンテナ戦略港湾 

の実現 

 

 

 
 

大阪湾諸港の港湾管理
の一元化 

 

 

 

 

 
（１）関西国際空港の国際ハブ化 

関空を拠点空港として活用
する航空会社の定着促進 

アクセスの整備手法等の
構築 

（２）阪神港の国際ハブ化 

 ５．物流・人流を促進するインフラの整備 

総合特区提案 

なにわ筋線・関空リニア 

等の調査開始 

総
合
特
区
指
定 

  凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの          国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

物流機能
の強化 

貨物集散基
地としての
地位確立 

訪日観光客
の出入国拠
点の形成 

関空・伊丹 
経営統合 

コンセッション実施 
（完全民営化） 

FedEx北太平
洋地区ハブ 

LCCの拠点化 

（LCC専用ターミナ
ル整備） 

国の新成長戦略での 

位置づけ（関空の再生と 

国際競争力の強化） 

実現可能性の検討 

大阪港･神戸港の 
両埠頭株式会社の 

経営統合 

国際コンテナ 

戦略港湾の選定 

大阪港･神戸港の 
両埠頭公社の 
株式会社化 

国内コンテナ貨物の集荷機能強化（内航フィーダー網の充実・強化、インランド
ポートの実現）、港湾コストの低減、民の視点による港湾経営の実現、物流関連
企業、先端産業の立地促進による創荷、港湾機能強化に資する施設整備 

大阪府･大阪市の 
港湾管理者の統合 

基本的方向性 
（案） 

 ８ 



方向性 これまでの取組及び現状 短 期（概ねH25年まで） 中 期（概ねH27年まで） 

 

 

 

都市圏高速道路の料金
体系の一元化 

 

 

 

 

 
 

リニア中央新幹線、フル
規格での北陸新幹線の
整備 

 

 

 

 

 

戦略インフラの強化 

 

 

（４）人流を支える鉄道アクセス・ネットワーク強化 

（３）物流を支える高速道路機能の強化 

ハイウェイオーソリ
ティ構想の提案 

９ 

料金体系の一元化に向け、 

国、関係府県・政令市や 

高速道路会社等と検討 ETC整備・ 
料金一元化 

  凡例：    主に大阪府・大阪市で取り組むもの          国、自治体（大阪府・大阪市除く）、民間等で取り組むもの 

    （大阪府・大阪市が主体の一員であるものを含む）    

阪神高速
対距離料
金制移行 

リニア中央新幹線
整備計画の決定 

・全線同時開業に向けた検討 
東京名古屋間
環境調査着手
（JR東海） 

・フル規格での早期全線整備に向けた検討 金沢敦賀間
の工事実施
計画認可 

北陸新幹線につい
ての交通政策審議
会から国への答申 

一体的料金体系の 

実現による物流円滑化 

（５）官民連携等による戦略インフラの強化 

戦略インフラ整備等に 

向けた民間活力等の 

活用について検討 

PFI制度の
拡充 

・民間活力等の活用に向けた検討 


